大阪市会政務調査費の交付に関する条例の一部を改正する条例案
　大阪市会政務調査費の交付に関する条例（平成13年大阪市条例第25号）の一部を次のように改正する。
第２条中「100,000円」を「85,000円」に改める。
第３条第１項中「600,000円」を「510,000円」に、「100,000円」を「85,000円」に改め、同条第３項中「500,000円」を「425,000円」に改める。
　　　附　則

１　この条例は、平成23年１月１日から施行する。
２　大阪市会政務調査費の交付に関する条例の特例に関する条例（平成20年大阪市条例第94号）は廃止する。
説　明

　政務調査費の月額を改定するため、条例の一部を改正する必要があるので、この案を提出する。
（参　照）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　傍線は削除

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　太字は改正

大阪市会政務調査費の交付に関する条例（抄）
（交付の対象）

第２条　政務調査費は、大阪市会における会派（当該会派に所属する議員（以下「所

属議員」という。）が１人の場合を含む。以下「会派」という。）及び議員（次条第

１項の規定により100,000円の額を選択した会派に所属する議員及びいずれの会派
　　　　　　　　 85,000円

にも所属しない議員に限る。以下「交付対象議員」という。）に対して交付する。

（政務調査費の月額等）
第３条　会派に対する政務調査費の月額は、600,000円又は100,000円のうちから各会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　510,000円　   85,000円
派が選択した額に、各月の１日（以下「基準日」という。）における当該会派の所属

議員（基準日に辞職し、失職し、除名され、若しくは死亡し、又は所属する会派か

ら脱会し、若しくは除名された議員を除く。）の数を乗じて得た額とする。

２　省　略

３　交付対象議員に対する政務調査費は、基準日に交付対象議員である議員に対して交付するものとし、その月額は、500,000円とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　425,000円
４　省　略

